
金融機能強化審査会議事録（第 8 回） 

 

 

 

1．開催日時  平成 22 年 3 月 8 日（月）10 時 00 分～12 時 00 分 

 

 

2．開催場所  中央合同庁舎第７号館１２階 共用第２特別会議室 

（東京都千代田区霞が関） 

 

 

3．出席者   委員  友永 道子 （会長代理） 

同   田作 朋雄 

同   野村 修也 

同   松嶋 英機 

 

以上の他、三國谷金融庁長官、畑中監督局長、居戸審

議官、氷見野監督局総務課長、西田銀行第二課長、渡

邊監督企画官が出席した。 

 

 

4．議題    （1）経営強化計画（株式会社フィデアホールディング

ス・株式会社北都銀行及び株式会社宮崎太陽銀

行）の審議 

 

 

5．議事内容  別紙のとおり 

 

 

 

 

 

 

 



（別紙） 

○友永会長代理 定刻となりましたので、ただいまから第8回金融機能強化審査会を開催いた

します。 

 本日は、村本会長が健康上の理由によりご欠席となっておりますので、私、友永（会長代

理）が代理として議長を務めさせていただきます。どうぞよろしくお願いいたします。 

なお、本日の議題につきまして、私は北都銀行及び宮崎太陽銀行の双方に関わりのある監査

法人に所属しておりますことから、両行の経営強化計画のいずれについても意見の表明には参

加せず、議事の進行、整理だけをさせていただきたいと存じますので、あらかじめご承知おき

願います。 

 それでは開催に当たりまして、三國谷金融庁長官よりごあいさつをいただきます。三國谷長

官よろしくお願いいたします。 

○三國谷長官 長官の三國谷でございます。おはようございます。 

本日は、金融機能強化審査会の第8回の会合にお集まりいただきまして、誠にありがとうご

ざいます。 

 本日は、北都銀行及び宮崎太陽銀行の経営強化計画につきまして、ご審議をいただきたいと

存じます。 

 両行の経営強化計画におきましては、各地域で適切かつ積極的に金融仲介機能を発揮するた

めの営業体制の再構築や、コンサルティング機能の発揮を通じた経営改善支援の強化など、各

種の重要な施策に取り組むこととしているところと承知しております。 

 本日も委員の皆様から、両行の経営強化計画に盛り込まれた経営方針、ビジネスモデル、中

小企業金融の円滑化のための方策などにつきまして、忌憚のないご意見をいただきたいと考え

ておりますので、よろしくお願いしたいと思います。 

 なお、平成20年12月の改正金融機能強化法の施行から約1年3カ月たったわけでありますが、

同法に基づきます審査会の開催は本日で4回目、金融機関からの資本参加の申請件数は11件と

なっております。 

 今後とも、同法の機能が金融市場の中において適切な役割が発揮されるよう経済情勢等も勘

案しながら、また、それぞれの置かれている状況等も勘案しながら適切な運用に努めてまいり

たいと思いますので、皆様方におかれましても引き続きご意見あるいはご鞭撻、よろしくお願

い申し上げたいと思っております。また、本日もよろしくお願いいたします。 

○友永会長代理 ありがとうございました。 
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 それでは、続きまして西田銀行第二課長から、今回、金融機能強化法に基づき、北都銀行及

び宮崎太陽銀行より提出された経営強化計画の概要について、ご説明をお願いいたします。 

○西田銀行第二課長 銀行第二課長の西田でございます。おはようございます。よろしくお願

いします。 

 それでは、私から冒頭、「金融機能強化審査会説明資料」に添いましてご説明をします。本

日は、私の説明の後に、申請を行った各銀行等の代表者の方々から、経営戦略でありますとか

経営改善あるいは中小企業円滑化に向けた具体的な取組み施策についてご説明があろうかと思

いますので、冒頭、私のほうからこの資料に添いまして、銀行の概要、国の資本参加の内容、

あるいはその計画で示された目標、計数等を中心に簡単にご説明をさせていただきたいと思い

ます。 

まず、1ページ目をお開きいただきたいと思います。申請された金融機関の概要を簡単に整

理してございます。一つ目は、フィデアホールディングス及び北都銀行、もう一つが宮崎太陽

銀行でございます。フィデアホールディングスは、昨年の10月に、荘内銀行と北都銀行が設立

した銀行持株会社でございまして、その傘下に北都銀行があるということでございます。 

フィデアホールディングスの本店は、仙台にございます。 

まず、北都銀行でございますが、秋田市に本店をおきます銀行でございまして、預金量が1

兆900億円、貸出金が6,900億円でございまして、秋田県内のシェアがそれぞれ3割程度ある銀

行でございます。自己資本比率は8.33％、不良債権比率が4.18％となってございます。 

一方、宮崎太陽銀行のほうは宮崎市に本店のある第二地銀でございまして、預金量が5,300

億円、貸出金が3,900億円ということで、宮崎県内のシェアはそれぞれ2割程度となってござい

ます。自己資本比率は7.26％、不良債権比率が4.77％でございます。ちなみに宮崎太陽銀行に

つきましては、（21年）9月末現在で有価証券の含み損42億円を抱えているところでございま

す。 

次に下の表でございます。22年3月期の損益の見通しを整理したものでございます。主に薄

く塗った部分をご覧いただきたいと思いますけれども、まず北都銀行のほうは、実は昨年の3

月期決算で有価証券の減損処理、あるいは不良債権を思い切って処理したことから、今期はそ

の処理が比較的少なく済んで、10億円の黒字決算となっているところでございます。 

一方、宮崎太陽銀行のほうは、有価証券の評価損益でありますとか不良債権処理費用につき

まして、今後の収益に与える影響をできるだけ小さくするということで、今期これらを積極的

に処理する方針としておりまして、その結果、84億円の赤字決算となる見込みでございます。
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足元は以上でございます。 

次に2ページ目でございます。ここには資本参加額と自己資本比率を掲載してございます。

資本参加額の考え方といたしましては、まず1点目は自己資本の十分性ということでございま

す。金融市場の急激な変動が生じた場合でも、財務基盤の安定を確保して積極的な金融仲介機

能が発揮できるようにということで、十分な自己資本の水準であるという点、2つ目は、返済

の確実性ということでございまして、返済に対応することができる財源というものを、おおむ

ね15年以内に確保できる見込みがあること、こういった考え方のもとで整理しております。 

まず、フィデアホールディングスと北都銀行につきましては資本参加額が100億円、宮崎太

陽銀行につきましては130億円となっております。返済財源の確保は、それぞれ15年を目途と

しているところでございます。 

次にその下の表でございますが、資本参加の前後の自己資本比率の推移を書かせていただい

ております。この前提は、計画期間中に日経平均株価9,000円ということで計画を組み立てて

いるところでございます。ちなみに自己資本比率規制につきましては、24年3月期までは、自

己資本の中から有価証券の含み損を控除しなくてもよいという弾力化措置を講じております。 

ここでは、弾力化前の欄をご覧いただきたいと思っております。 

まず、北都銀行でございますが、昨年の12月期の自己資本比率が・・・でございました。こ

れに資本参加をした後の22年3月期では・・・・、24年3月期、計画の終期では・・・となる見

込みでございます。22年3月期から、23年3月期に一旦・・・に下がるのは、実はこの下に※印

が書いてありますように、今年の8月に劣後債119億円の償還を迎える予定でございまして、こ

れでTier2のほうが減るということで、下がります。 

一方、Tier1比率のほうは、資本参加後も7％台を維持する見込みとなっております。 

次に宮崎太陽銀行でございますが、昨年12月期で自己資本比率が・・・、Tier1比率

が・・・でございました。この22年3月期で資本参加をした場合には、自己資本比率が・・・、

Tier1比率・・・となりまして、その後少しずつ上昇する見込みとなっているところでござい

ます。 

計画期間中に一定程度の株価下落等のストレスが生じたとしても、財務基盤の安定性を確保

できるだけの十分な額ということで、資本参加を行いたいと考えているところでございます。 

次に3ページ目でございます。ここでは、公的優先株の商品性を掲載させていただいており

ます。これまでに資本参加を行ってきております銀行と、おおむね同様の商品設計となってい

るところでございます。基本的考え方につきましては、金融仲介機能を平時に復するという制
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度の趣旨を踏まえまして、配当率等は平時の水準に設定ということで、具体的にはサブプライ

ムローン問題が顕在化する前の安定した市場環境のもとでのそれぞれの銀行の格付けというも

のをベースにしてございまして、それにその計画において財務内容の改善が見込まれるのであ

ればそれも織り込むと、そういった考え方のもとで商品を設計しているところでございます。 

フィデアホールディングスにつきましては配当率が12カ月もののTIBORプラス1.0％、宮崎太

陽銀行につきましては12カ月ものTIBORに1.05％のプラスということでございます。ちなみに

足元のTIBORが0.6％程度でございますので、実質的な利回としては、フィデアが1.6％、宮崎

太陽銀行が1.65％となっているところでございます。 

以下にいろいろと商品性が書いてございますが、これは今までの資本参加の例とすべて同じ

でございますので、省略をさせていただきたいと思います。 

次に、4ページ目でございます。計数目標でございます。まず、経営改善の目標でございま

す。この審査基準といたしましては、計画の終期において達成すべき目標というものが計画の

始期の水準よりも改善していることとなっているところでございます。 

まず、収益性の目標でございますが、2行ともコア業務純益を選択しております。この薄く

塗った部分をご覧いただきたいと思いますが、まず北都銀行が28億円から46億円ということで、

17億円の増加を計画しております。 

一方、宮崎太陽銀行のほうは22億円から27億円ということで、4億円の増加を計画しており

ます。こういう増加をすることによって、いわゆるその基礎的な収益力の指標でありますROA

につきましては北都銀行が0.40％、宮崎太陽銀行が0.48％まで上昇させる計画を組んでいると

ころでございます。 

次に効率性の目標、業務粗利益経費率、OHRでございます。これも薄く塗った部分をご覧い

ただければと思いますが、北都銀行につきましては74.63%から65.27％ということで、9.36ポ

イントの改善、宮崎太陽銀行につきましては66.83％から62.99％ということで、3.84ポイント

の改善をする計画となっているところでございます。 

次に5ページ目をお開きいただきたいと思います。ここには、中小規模の事業者に対する信

用供与の円滑化の目標を掲載させていただいております。それぞれの審査基準をまず申し上げ

ますと、貸出残高については、3月末、9月末における残高の見込みというものが合理的な水準

であるかどうか、貸出比率と下の表の経営改善支援先割合につきましては、3月末、9月末にお

ける割合の水準というものが、計画のスタートの水準と同等またはそれを上回ることとされて

いるところでございます。 
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まず、上の残高比率を見ていただきますと、北都銀行につきましては、右端のほうに増加額

が書いてございますが、60億円の増加、比率で0.15ポイントの上昇、宮崎太陽銀行につきまし

ては、残高で71億円の増加、貸出比率で0.55ポイントの上昇を見込んでいるところでございま

す。 

一方、経営改善支援先割合につきましては、北都銀行につきましては、これも右端のほうを

ご覧いただきますと0.59ポイントの上昇、宮崎太陽銀行につきましては2.47ポイントの上昇で

ございます。両行とも経営改善計画の策定支援、経営相談、あるいはその担保・保証に過度に

依存しない融資の推進といったものを取り組むことによって、この比率の上昇を目指すことと

しているところでございます。 

次に6ページ目でございます。ここには、これまでご説明しました計数目標を達成するため

の具体的な施策を整理しております。後ほど、両頭取から具体的なお話があろうかと思います

ので、私からは簡単にポイントだけをご説明をしたいと思いますが、両行とも法人営業力を強

化するということで、営業の第一線である営業店の機能でありますとか、本部のサポート機能

の強化を図るとともに、取引先の経営改善支援に積極的に取り組むという方針で臨んでいると

ころであります。 

まず、北都銀行につきましては、これまでの店舗体制というのは、人員も含めましてそれぞ

れの役割や機能が明確になっておりませんで、営業活動が非効率であったという反省に立ちま

して、フルバンキング店というものを事業性融資を軸とした店舗に位置づけることなど、人材

配置も含めまして店舗体制を抜本的に見直すこととしております。具体的には、人、物、時間

の再構築ということをやろうとしているところでございます。 

下線を引いたのがポイントでございますが、フルバンキング店の集約とあわせて法人取引を

集めてくる。さらに営業重点地区の母店に「法人推進室」をつくって、そこにその法人推進の

部隊を重点的に配置する。さらにはそれぞれの営業店の「事業性融資推進リーダー」とともに、

この法人営業を強力に推進するということ。あるいは、時間の再構築ということで、融資事務

センターとか、事務集中センターの機能を使いまして、営業店事務の軽量化を図る。さらには

本部の支援機能ということで、法人サポート部というものをつくりまして、そこで営業店の課

題解決型営業の推進をサポートする。さらには、店舗機能の見直し、ＢＰＲの推進によって捻

出した人員というものを営業の第一線に再配置するといった取組みを行う予定にしております。 

さらには、中小企業者に対する経営改善支援ということで、ここはフィデアホールディング

スのもとで荘内銀行と北都銀行がグループ会社になっておりますので、グループになったこと
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をメリットとしまして、地域連携拠点の活用でありますとか、両行の支援ツールを共有化する

ことによって、中小企業の課題解決を支援していこうとしております。 

さらには、経営改善グループというものを中心に、今後取引先の経営改善を積極的に図って

いこうとしている。さらには、日本政策投資銀行と共同で再生子会社というものをつくりまし

て、そこに不良債権を移管して抜本的に企業再生支援に取り組むといった取組みをこの計画の

中に盛り込んでいるところでございます。 

そのほかの柱としては、業務の効率化、あるいは不良債権の圧縮と信用コストの削減、さら

には健全で収益力の高い有価証券ポートフォリオの構築といったものを掲げているところでご

ざいます。 

次に7ページ目でございます。宮崎太陽銀行の施策でございますが、宮崎太陽銀行は現行の

営業店ブロック推進体制というものがございますが、これについては業務の効率化とか、情報

の共有という点では一定の役割を果たしてきたわけですが、営業推進面においては十分な機能

発揮ができず、業績に必ずしも十分に反映されてこなかったこと、さらには取引先との日ごろ

のリレーションが十分でなかったということもあって、取引解消に至るケースが多かったとい

った反省に立ちまして、今回の営業推進戦略を組み立てているところでございます。 

現行のブロック推進体制をベースにして、ブロックごとの推進目標の設定、業績評価、ある

いは本部と母店長が一体となって営業推進項目の進捗管理、対応策協議を行うという取組み、

さらには既存事業先に対する訪問活動の強化によって、取引解消の防止とかリレーションの強

化を図るということで、残高の1,000万円未満、あるいは1,000万円以上というものに分けまし

て、それぞれの取組みをしようとしているところであります。 

さらには、営業の第一線への人材の配置ということも取り組もうとしているところでござい

ます。さらには、中小事業者に対する経営改善支援といたしましては、「企業支援部」という

ところが取引先を選定して、取引先に対して集中的に経営改善計画の策定支援、フォローアッ

プ等を行っていくこと、あるいは、担当行員の派遣により、いわゆるハンズオン型の事業再生

にも積極的に取り組むといった内容が、この計画の中に盛られているところでございます。 

その他の柱としては、健全力の強化ということで、リスク管理の強化、あるいは組織力の強

化ということで、本部組織体制の見直しとか経費削減の推進、あるいは人材力の強化というこ

とで、人材の育成、従業員満足度の向上といった、地味ではありますが、いろいろな施策に取

り組むことによって収益力の改善を図っていこうとしているところでございます。 

次に、最後にございますが、8ページ目でございます。責任ある経営体制の確立に関する事
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項でございます。まず、経営管理体制、二重丸のところを中心にご説明します。 

まず、フィデアグループにつきましては、フィデアホールディングス自体は昨年10月に発足

しまして、委員会設置会社でスタートしております。取締役9名のうち、社外が4名の体制でご

ざいます。四半期ごとにこの経営強化計画のレビューを実施しまして、社外取締役から第三者

の客観的な立場で評価、助言を受けるといった取組みをしようとしております。 

一方、北都銀行、子会社のほうは、監査役会設置会社でございまして、取締役8名のうち、

社外1名、監査役4名のうち社外3名の体制でできております。「経営強化計画推進委員会」と

いうものをつくりまして、ここで計画の進捗管理、対応策の協議というものに取り組んでいこ

うとしているところでございます。 

一方、宮崎太陽銀行のほうは、現在の役員体制、取締役9名、監査役3名、社外2名でござい

ますが、これをさらに強化するため、計画期間中に社外取締役の導入に向けて検討を進めてい

こうとしております。 

さらに、取締役会の機動的な開催、あるいは常勤監査役の常務会への出席義務づけ等によっ

て、できるだけいろんな議論を取締役会、常務会で行うことによって、経営を進めていこうと

しております。 

さらには、計画の進捗管理につきましては、取締役会で月次で進捗管理を行うこととしてお

ります。 

さらには、経営方針とか、経営戦略等について、客観的な立場で評価、助言を受ける「経営

評価委員会」というものを、22年度を目途に設置する予定としております。 

一方、リスク管理体制でございますが、両行とも信用リスク管理、あるいは市場リスク管理

が十分でなかったという反省に立ちまして、リスク管理体制の強化策をそれぞれ盛り込んでお

ります。北都銀行のほうは、荘内銀行とグループになりましたので、グループ一体となった管

理体制を整備強化する中身となっております。 

一方、宮崎太陽銀行のほうは、信用リスクでいいますと、特に大口与信先の実態把握の強化

等を中心に与信集中リスクの管理を強化しようとしております。さらには有価証券の市場リス

クでございますが、株式保有比率の引き下げ、あるいは仕組債、ファンド等のリスクの高い商

品の圧縮、そういったものに取り組もうとしているところでございます。 

簡単ではございますが、事務局の説明は以上でございます。どうもありがとうございました。 

（フィデアホールディングス里村代表執行役社長、北都銀行斉藤頭取 入室） 

○友永会長代理 ただいまの事務局の説明を含め、後ほど本日の議題全体について、討議の時

－7－ 



間を設けさせていただきます。 

 それでは、続きまして、北都銀行の持株会社であるフィデアホールディングスの里村正治社

長及び北都銀行の斉藤永吉頭取から、経営強化計画の概要についてそれぞれご説明をいただき、

その後、質疑応答の時間を設けさせていただきたいと思います。 

 それでは、里村社長、斉藤頭取、よろしくお願いいたします。 

○里村代表執行役社長 フィデアホールディングスの社長の里村でございます。どうぞよろし

くお願いいたします。 

○斉藤頭取 北都銀行の頭取の斉藤でございます。よろしくお願いいたします。 

○里村代表執行役社長 私からは、特にフィデアホールディングスの社長としての説明をさせ

ていただきたいと思います。 

 昨年の10月１日に、秋田県を基盤とする北都銀行と山形県を基盤とする荘内銀行が、共同持

株会社フィデアホールディングスを設立して経営統合いたしました。10月1日に誕生したばか

りの新しい会社でございますが、「地域に密着した『広域金融グループ』として、お客さまの

高い満足と地域の発展のために、上質な金融情報サービスを提供し続ける」ことを理念として

掲げ、全力を尽くすことをお取引先、株主、あるいは地域に約束をしております。 

少し振り返りますと、ちょうど昨年の3月、金融機能強化法に基づく公的資金の申請につい

て検討を始めたところであります。ここもと、金融環境あるいは経済環境は落ち着きを取り戻

しているという見方もあります。しかし、地域経済を支えている中小企業等お取引先への安定

的でかつ円滑な資金提供を持続的に行っていくという観点から、資本増強による財務基盤の強

化、特に子会社である北都銀行において必要であると判断いたしまして、このたび正式な申請

をさせていただきました。 

フィデアグループとしての、中小企業支援の取組みについて、少しお話しさせていただきた

いと思いますが、中小企業金融円滑化は人材育成あるいは法人営業体制の再構築など、お客様

と接している現場の各銀行が、地域特性を踏まえて最重要経営課題として取り組むということ

でございます。それに止まらず、グループ全体で広域営業情報を活用して、ビジネスマッチン

グや事業承継、場合によっては事業再編や企業再生まで含めた、各お取引先企業が抱えている

課題解決のお手伝いをしたいと思っております。日本政策投資銀行にご協力いただいて北都ソ

リューションズを昨年に立ち上げまして、そのノウハウを初め、東北唯一の広域金融機関グル

ープとして、他の銀行にない独自の金融情報サービスの提供にも努めてまいりたいと考えてお

ります。 
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傘下の荘内銀行について少し補足させていただきたいと思いますが、北都銀行だけでなく、

荘内銀行についても公的資金の申請を検討してきております。種々、様々なケースの検討を重

ねてきましたけども、荘内銀行においては、地域で中小企業金融の円滑化を推進するに当たっ

ては、自己資本を充分確保しているという判断で、今回は申請を見合わせるということにいた

しました。 

フィデアホールディングスは、両行の経営管理会社としての位置づけがありますので、フィ

デアとしての心構えをお話ししたいと思います。 

経営強化計画に載っている各方策の実効性の確保と客観的に評価する役割は、持株会社であ

るフィデアホールディングスが担うことになります。フィデアホールディングスは委員会設置

会社でありまして、取締役9名のうち4名は社外取締役を起用しております。経営監督機能の強

化と透明性の高いガバナンス体制を構築するために、委員会設置会社にしたところであります。 

経営強化計画の実施及び評価に当たりましては、社外取締役からも客観的な助言をいただき、

計画を遂行していく所存でございます。 

私からの説明は以上でございます。 

○斉藤頭取 それでは、私から北都銀行の取組みについて、ダイジェスト版を使いながら説明

をさせていただきます。 

 まず、北都銀行の前身は、増田銀行といいまして、明治28年、秋田県南の増田町を本店とし

て創業いたしました。 

 大正11年、羽後銀行に称号を変更し、本店を横手市、さらに秋田市へと移転をしまして、平

成5年には羽後銀行と秋田あけぼの銀行の合併によって、北都銀行が誕生いたしました。昨年

10月には、荘内銀行との経営統合によって新たなスタートを切ったところでございます。経営

統合に至った経緯でありますが、関連するところがダイジェスト版の2ページにあります。経

営統合は、システム経費の増加やリスク管理などの管理部門の高度化、専門化に対応し、他行

並びに他業態との競争激化に勝ち残るために選択したものであります。 

 秋田県は人口減少率が全国一で、ピーク時の130万人から現在は110万人まで減少し、20年後

には80万人まで落ち込むことが予想されております。また、地域経済の先行きも大変厳しい状

況が続くものと想定しております。このような中、地域金融機関としての役割をしっかり果た

していくために、今回の経営統合は不可欠と判断いたしました。まだ統合してから半年ですが、

統合の効果として感じていることを申し述べさせていただきます。 

経営統合の効果の1つ目は、地域と真正面から向き合う体制が強化されたことであります。
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特に管理部門をフィデアホールディングスに共有化、専門化することによって、これまで以上

に地域、特に中小規模事業者の方々とのリレーションが図られるようになりました。 

次にスケールメリットとスコープ、業務範囲のメリットが挙げられます。資金量が約2兆円

と倍になったことにより、効率性を追求していく体制が強化されました。そして、両行それぞ

れの弱い分野を補完し合うことができました。また、新しい分野へ進出する体制も可能となり

ました。経営統合後、明らかに行員のモチベーションがアップしてきました。また、お互いが

切磋琢磨する中で荘内銀行をよきライバル、そしてよきパートナーとして捉えるようになって

きております。 

地域経済に対する当行の果たすべき役割について申し上げます。秋田県経済は、デフレ環境

の下で個人消費や住宅投資が低迷し、有効求人倍率も0.3％台と大変厳しい状況にあります。

また、県内総生産額は全国の0.7％にしか満たない中で、公共工事や大手電子部品企業に依存

する課題を抱えており、先行きの不透明感が依然強い状況にあります。このような厳しい環境

下にあって、特に地域経済を支えてくださっている中小規模事業者の方々をサポートしていく

ことが当行の使命であり、そうした方々の悩みや課題に迅速にこたえていくことが、当行の果

たすべき役割であると強く認識しております。 

 次に9ページをご覧いただきたいと思います。今回、経営強化計画を策定し、その中で中小

規模事業者の方々への信用供与の円滑化を実行するため、中小規模事業者向け貸出残高を60億

円増加させることと、その比率を0.15ポイント引き上げることを目標としました。全役職員に

経営強化計画の趣旨を十分に理解させ、目標の実現に向け、全行挙げて取り組んでまいります。

中小規模事業者向け貸出残高は、県内経済の厳しい経営環境を反映し、ここ数年減少傾向が続

いております。これまでの取組み体制の反省に立って、本部の営業店支援体制の再構築、そし

て人材育成を含めた人員体制の強化に努めていくほか、地域や業種を絞った戦略に見直してい

きます。 

 次に6ページ、7ページをご覧ください。法人営業力を強化するため、体制を再構築いたしま

す。まず法人戦略を専門に担当する「法人サポート部」をこの2月に設置いたしました。また、

中小企業貸出の推進拠点店舗9カ店に、「法人推進室」を4月から新たに設けます。ここに法人

取引の開拓専門部隊を重点的に配置いたします。スタート時は15名を配置し、計画期間中30名、

そして、24年10月には50名まで増員したいと思います。 

一方で店舗機能の見直しを行い、法人取引をフルバンキング店舗33カ店に集約し、その役割

課題を明確化し、推進体制を強化いたします。また、現在進めている営業店事務の本部集中化
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と軽量化を図るＢＰＲをさらに推し進め、営業事務部門の人員を削減し、法人営業部門の増強

につなげてまいります。 

人材育成においては、法人取引推進のためのこれまでの総花的な研修から、対象人員を絞っ

た、より専門性のある、より特化した研修に見直してまいります。また、外部専門機関への長

期トレーニー派遣も行い、将来の推進リーダーの育成にも努めていきます。今後、成長が見込

めるアグリビジネス、医療、福祉分野への取組みを強化してまいります。 

昭和30年代、秋田県の農業産出額は、総生産額の約3割を占めておりました。しかし、それ

が現在では4％台にまで落ち込んでおります。農業という一次産業を一次産業に終わらせるこ

となく、二次産業、三次産業へと結びつけることによって、新しい産業の育成に貢献していき

たいと考えております。秋田は恵まれた自然環境から大変おいしい質のよい農産物が多く、ま

た秋田港という大型の貿易港もあり、東アジア、東南アジアを展望した海外展開の可能性も期

待できます。 

また、秋田県は高齢化率が急速に進んでいます。そうした環境にあって、病院、施設、高齢

者福祉関係施設は、地域社会にとって大変重要なインフラであります。医療分野専用ビジネス

ローンの推進強化や、医療コンサルタントとの業務提携を活用するなど、サポート体制を強化

していきます。 

次に、10ページをご覧ください。経営改善支援に関する部分であります。当行では、専門分

野のコーディネーター3名を配置した地域力連携拠点事業により、企業の経営革新や本業支援

を積極的に実施しております。営業店を経由して持ち込まれる相談案件は、毎月50件に上って

おります。主な相談は助成金に関する相談、販路拡大に関するもの、アグリ事業に関連するも

のなどであります。事業開始は平成20年5月でありますが、地域経済の活性化につながるよう

な成功事例が多数出てきております。 

また、この事業に昨年から荘内銀行が参加したことによりまして、秋田県、山形県を基盤と

した幅広い地域連携が実現できました。 

また、昨年の2月でありますが、日本政策投資銀行から出資と人材の派遣を受け、荘内銀行

も参加して再生子会社北都ソリューションズを立ち上げました。この再生子会社には、売り上

げ規模、雇用の面などからも地域経済にとって大変影響のある企業・先を移管し、3年間の期

間で集中的に企業再生に取り組むことにいたしました。 

まだ１年目でありますが、何先か再生の目途が立った企業も出ております。 

信用供与の円滑化を推進してくためには、地域や経営者とのコミュニケーションが何よりも
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大切であると考えております。当行には北都会という会員相互の情報交換や親睦を目的とする

貯金会の組織がございます。現在の会員は約6,000名にのぼり、地区別に年2回、交流会を実施

しております。 

私が頭取に就任してから、会員とのコミュニケーションを深める目的で、約150名いる役員

の方々と半期に一度、定例の昼食会を行っております。この昼食会では、当行の経営方針など

を説明しておりますが、当行の取り組みに対するご意見、ご要望をいただく貴重な機会となっ

ております。こうした地域とのリレーションを大切にしていくことが、地域への円滑な金融サ

ービスの提供につながっていくものと確信しております。 

次に、12ページをご覧ください。これまではリスク管理体制に甘さがあったと反省をしてお

ります。市場リスク部門では、規程、方針の整備や経営陣の深い関与が課題でありました。そ

の反省に立ち、比較的リスクが小さい国債など、債券中心のポートフォリオを再構築し、安定

収益の確保を図ることを基本方針としております。 

加えて、モニタリングも強化いたしました。経営に対して、ポジション、ＶａＲ、損失限度

額などを日時ベースで報告する体制を整備しております。 

また、信用リスク管理部門では、特に経営に重要な影響を与える取引先に対する経営陣の関

わりをより一層深めるため、新たにクレジットレビューを開催し、債務者の実態把握と案件協

議に深く入り込む体制にいたしました。 

5ページにコア業務純益の計画を示しておりますが、これまで説明してきました具体的施策

によりまして収益力の増強と安定した財務基盤の構築が図られ、そして中小規模事業者に対す

る信用供与円滑化を通じて貸出金の増強を実現させ、コア業務純益の計画は達成可能と考えて

おります。 

次に、11ページをご覧ください。今回策定し提出いたしました経営強化計画を確実に実行し

ていくためには、まず私を含め経営陣がこの計画の遂行に責任を持つことが最も重要でありま

す。計画の実効性確保に向け、本部横断的な「経営強化計画推進委員会」を新設し、四半期ご

とに進捗状況のレビューと対策に係る協議を実施してまいります。また、その下にワーキング

グループを設け、月次での進捗管理を徹底してまいります。委員会やワーキンググループにと

って大切なことは、実質的な議論であります。各委員会の役割と責任を明確化し、ＰＤＣＡを

回しながら、計画達成を図っていきます。 

加えて、経営強化計画推進委員会は、レビュー、協議内容について北都銀行及びフィデアホ

ールディングスの取締役会へ報告し、第三者から意見をいただき、経営に対する客観性、透明
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性を確保してまいります。 

最後になりますが、地元秋田の地域経済は様々な課題を抱えております。地域金融機関とし

てその課題に真正面から取り組んでまいります。そのためにも、今回の金融機能強化法の活用

が当行にとって不可欠であり、資本参加をお願いするものであります。よろしくお願いいたし

ます。 

○友永会長代理 里村社長、斉藤頭取、ありがとうございました。 

 引き続き、質疑応答に入らせていただきます。ご意見、ご質問等、お願いできればと存じま

す。どなたからでもどうぞ。よろしくお願いします。 

 松嶋委員。 

○松嶋委員 松嶋でございます。1つだけお尋ねしたいのですけれども、地方におきましてと

にかく我々が仕事上よく耳にするのは、メガバンクであるとか、地方銀行であるとか、あるい

は信用金庫との競合です。そういうので非常に苦労しておられるというのを聞いているのです

けれども、新規に開拓するというのは別としまして、競合している貸付先に対して、どういう

方針で自分の銀行の融資シェアを確保するなり拡大していくという方針なのでしょうか。 

○斉藤頭取 我々も秋田の中では、ほとんどのお客様と何らかの取引があります。その中でメ

インかサブメインかという立場になるわけですけども、まず1つは、我々がメインのところは、

その地域にとってなくてはならない企業への本業支援、あるいはその経営者の方々が本当に一

生懸命やっていることへの金融サービス面からのサポートを一生懸命やっていきたいと思いま

す。ただ、サブの場合には、やはりメインバンクとの様々な信頼関係があると思いますので、

その取引を拡大していくというのはなかなか難しいところがあります。できれば我々は課題を

解決するいわゆる課題解決型営業を実践すること、すなわちお客様のニーズを的確に捉えてそ

の課題解決をサポートする、それを取引に厚みをつなげ金利競争に陥らないようにすることを

大切にしたいと考えております。 

○松嶋委員 そうですか。金利競争というのは、よくメガバンクとか、いろいろなところで地

銀なんかがやっておられて、余り利益が上がらないという、よくそういうぼやきを聞くのです

けれども、金利競争以外で例えばどういうやり方で競争に勝っていくのかを教えていただけま

すか。 

○斉藤頭取 我々秋田の中で見ると、秋田の方々というのは商品を売り込む流通が弱いという

ところがあります。それと、海外に向けた、秋田の場合には東南アジア或いはアジアに対して

秋田港という大変いい貿易港がありますので、皆でアジア進出を促進できないか、様々な施策
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を検討しております。そういう中で我々が今模索しているのは、海外展開する場合にはその海

外の情報がないといけませんので、例えばタイ、中国、韓国、台湾の銀行との業務提携であり

ます。これは北都銀行単体ではできません。上場はしていませんし、規模も小さいので海外の

銀行が相手にしてくれません。でも、フィデアグループという大きな組織になって、しかも上

場会社ということで、今は可能になってきましたので、そういう意味の流通といいますか、海

外展開できる下地・土台をつくって、それを武器にしてお客様に様々なサービスを提供してい

きたいと考えております。 

○松嶋委員 ありがとうございました。 

○田作委員 田作でございます。今、松嶋先生のポイントとも絡むのですけれども、金利競争

に陥らないように、例えば安かろうではなくて、高かろう良かろうのサービスを提供していく

ということは経営戦略の基本だと思うのです。そんな中で今おっしゃったようなことを指向さ

れるということですが、それと関連して同じ文脈になるかと思うんですが、例えば先ほどおっ

しゃったような農業です。これを第二次産業なり、第三次産業なりにつなげていくということ

ですけど、これも一般論としてはそうでしょうけど、具体的にどうやってこれを実行していく

のか。これを例えば御行１行でやるのは若干難しい、ある意味では地域全体のビジョンみたい

なものにも乗っかっていかなきゃいけない。そんな中でライバルともすみ分けながら、共存共

栄を図っていくということが必要だと思うのですが、具体的にはどのような進め方を想定され

ているのでしょうか。 

○斉藤頭取 おっしゃるとおりだと思います。まず一つは、農業を第一次産業だけで終わらせ

ることなく加工する、そして流通する。流通は海外への展開ということも先ほど申し上げたと

おりでございます。それと、もう一つは産、学、官それと金との連携が必要だと思います。

我々の場合は、特に県南地区に強い銀行であります。県南の横手市、湯沢市の指定金融機関と

なっております。そういうリレーションの中で、我々が仕掛けをして、例えば横手市、湯沢市

も農業が大変盛んなところであります。湯沢市の場合にはおいしいさくらんぼがあるとか、横

手市はおいしいスイカがあるとか、余り知られていないものがたくさんあるわけですので、そ

ういうものを掘り起こしていく。そのためには、我々が主導して行政を動かして、そこに商工

会議所などの地元のお客様を巻き込んで、加えて大学と連携してやっていきたいと考えており

ます。少しずつ横手市でも試験的にやっておりますし、湯沢市でもやっております。このよう

なことをこれからも強化して、農業を何とか秋田の良さを活かしていきたいと思っております。 

○田作委員 もう一点だけ。これはつまらない話ですが、6ページにBPRいう言葉をお使いにな
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ってますけど、BPRはここに書いてあるとおりの定義だとすると、あえて横文字で言うような

話でもないような気もしないでもないのですが、これは何か特定のコンサルタントからこうい

う概念をある意味では受けたというか、そういうことがあるのでしょうか。そう申しますのは、

私はコンサルタント業界にいるわけですけど、この概念自体は非常にシステムと結びついた、

ある意味では若干流行遅れになった感じもある概念だと思うのです。 

 コンサルタントという人たちは、すぐこういう目新しい概念を売り込んで、2、3年して流行

遅れになったら、またちょっと違ったパッケージで売り込んで来て、お客さんのほうに成果が

あったかというと、全然ないというような事態が少なからずあるわけです。そういうのに引っ

かからないでほしいなという気持ちでちょっとお伺いしている次第です。 

○里村代表執行役社長 私からお答えしたいと思います。BPRという言葉は、荘内銀行では使

ってなかったのですが、北都銀行では随分なれ親しんだ言葉になっていまして、フィデアグル

ープでは、この言葉を使わせていただいているところです。 

 確かに、ご指摘のようにシステムと非常に関連しているところがあるのですが、実際に今2

つの銀行のいわゆる勘定系のシステムではなくて、サブシステムといいましょうか、周辺のシ

ステムで2つの銀行がそれぞれ別のシステムを購入して使っているという状況がたくさんあり

ます。 

 それを、システムのアプローチの中から最適なシステムを1つ選んで、両方の銀行で使って

いくというようなことで、ビジネスのプロセスのリエンジニアリングにも引っかかってくると

いうことで使っております。あわせてそれに携わる行員の数も、少ない人数でやれることを展

望していまして、全体に経営効率を上げていこうという考え方であります。 

 それから、お二方の先生方から出たご質問ですけども、実はメガバンクと地方銀行の競合と

いうことがありますが、首都圏、例えば横浜、埼玉、千葉でのメガバンクと地方銀行との競合

とは少し違う競合が、例えば秋田、山形ではなされているように思います。 

 実際に、秋田、山形でメガバンクの支店というのはほとんどありません。そういう意味では、

金利競争がメガバンクと地方銀行の間で起きているということはあまりありません。地元のお

客様は、メガバンクとのお取引はないわけではありませんけども、長いお付き合いをするとい

うのであれば、地元の地方銀行とやりたいという気持ちがベースにあると思います。 

 そういう意味で、先ほど頭取の斉藤が申し上げましたように、私どもがメインの場合とサブ

の場合では大分模様が違うのですが、それは地元の地方銀行との競争という意味であって、メ

ガバンクの競争とはちょっと色合いが違うということを申し添えさせていただきたいと思いま
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す。 

○斉藤頭取 それから、我々のBPRはコンサルを受けているのではなく自前でやっております。

この名称は若い人たちがつけた名称であります。 

○野村委員 野村でございます。ビジネス的なことにも幾つか関心があるのですが、私のほう

からは、管理態勢について少し伺わせていただければというふうに思います。 

 今日も、お話がありましたけど、リスク管理態勢にややこれまで問題があったというご認識

のもとで強化を図られるというご説明があったわけですが、その具体的な問題点として何を把

握されておられて、それをどういうふうな形で改善しようとされているのか。ここに書かれて

いるのは何か非常に一般的な、金融検査マニュアルとかに、あるいは監督指針に書かれている

ようなことですけれども、御行にとっての具体的な問題点はどこにあって、どこを改善しよう

とされておられるのかということを、ちょっと1点確認させていただければと思います。あわ

せて法令遵守態勢についても、同じような観点からご説明をいただければと思います。お願い

いたします。 

○斉藤頭取 先ほど、ちょっと抽象的であったかもしれませんけれども、まず一つは経営陣の

関与というのが薄かったように思います。それは日々のマーケットの動きだとか、あるいはど

ういうポジションに我々があるのかというようなところをきっちり把握していなかったために

対応が遅れたというようなことがありましたので、そこは現場と我々と、特にコミュニケーシ

ョンをよくしております。 

それで、毎日その状況がネットで会談される、あるいは何か我々が疑問に思ったことはすぐ

担当者に確認したり、あるいは電話ですぐそれを解決するとか、そういうコミュニケーション

をとにかくしっかりするようにしました。 

 それから市場環境やリーマンショックの影響もありましたが、大変な有価証券の損失をこう

むりました。それはポートフォリオに問題がありまして、いわゆる低金利、あるいは貸出が伸

びない中で、我々の体力以上のリスクを抱えたことだったと思います。 

 それは、方針あるいは規程がきっちりしていなかったために、そういう中で過大なリスクを

とってしまった。このような反省から、方針や規程を整備して、我々はこういう方向に向かう

んだというものを全行一丸となって体制を強化しております。 

それともう一つは、これは今回の経営統合の目的でもありますが、管理体制についてフィデ

アホールディングスに専門家を置いて、方針を出しモニタリングする、そういう二重の体制に

いたしました。 
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 それから、法令等遵守態勢ですが、ここは特に私が気をつけているのは、やはりコンプライ

アンスというのはトップの気持ちを伝えることと、それから常にお客様第一という、そういう

風土をつくることが大切だと思っています。そういう意味で現場の声、あるいはお客様の生の

声を直接私のところに届くように体制を変えました。 

そういう中から問題点を把握して、「法令等遵守委員会」あるいは「コンプライアンス会

議」をつくっておりますが、形ではなくて、そこにトップの意思を伝えていきたいと思ってお

ります。 

○野村委員 私のような若輩の者が申し上げるようなことではございませんが、私どもが今回

審査をさせていただければ、もちろん金融庁が最終判断をされますけども、公的資金が入るわ

けです。これは言うまでもなく私どもの税金でございますので、ある意味では国民全員がみん

なで株主になる、これはフィデアホールディングスのほうの株主になるわけですけども、そう

いう状態ですから、国民全体が皆様方のビジネスにリスクをとったという形になるのだと思う

のです。 

リスクとリターンの関係で考えますと、リターンは必ずしも国民には還元されずにリスクだ

けとらされているという部分もありますし、また逆に、普通、株主になるというのは自分で自

己判断をしてここの会社に応援しようと思って株主になるわけですけど、申しわけありません

けど、御行にお金を入れたいと思ってないという国民は結構たくさんいるわけです。 

そういったような形でお金が入ってくるということの重みを、やっぱり相当程度感じていた

だく必要があるかなと思います。ですから、例えば横領事件が１件起こったり、あるいは反社

会的勢力などにお金が流れたというようなことが仮に１件でも起こりますと、恐らくほとんど

の国民は、この制度自体、この法律自体を疑うと思うのです。 

ですから、今まではそういった、みんながそこを絶対に起こさないような形で、注入された

銀行は一生懸命やっておられるわけですけれども、そのメンバーの中にお入りになるというこ

とはやっぱり、よっぽどの覚悟をしていただかなければいけませんし、万が一のことがあった

場合には、やはり相当の覚悟を持ってやっていただく必要があるかなというふうに思います。 

そういう意味では、やや気になりますのは、フィデアホールディングスのお金がもちろん制

度的に全部、北都銀行に入るということは承知しているのですけれども、リスクのほうは、実

は両銀行のリスクをフィデアホールディングスがお取りになっておられるということでありま

すので、公的資金の入っていないほうの管理態勢も徹底的にやっていただきませんと、株式の

値段にはもちろん他行のほうの、もう一行の荘内銀行のほうのリスクも入ってくるということ
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になるかと思いますので、徹底した態勢をぜひ作っていただければというふうに思います。 

○里村代表執行役社長 お手元の11ページをご覧いただきたいと思いますが、公的資金の申請

をする、しないにかかわらず、このオープンプラットフォーム型の経営統合した趣旨はそこに

ありまして、今お話のありましたように、まず公的資金を入れていただくということで、入ら

ない銀行も含めて、フィデアホールディングスとしてその経営管理の責務はきちっと負ってい

きたいと思います。 

 少し補足させていただきますと、公的資金の入る、入らないにかかわらず持株会社が傘下の

銀行を経営管理していく、持株会社自身も委員会設置会社にして透明性を高めていくという、

そういう趣旨でこのオープンプラットフォーム型の経営統合の組織を考えたわけであります。 

今ご覧いただいております11ページの右側が、この持株会社の大枠の組織でありますけれど

も、今お話が出ましたコンプライアンスの統括の部分も、それからリスク管理の統括の部分も、

押し並べて、それぞれの銀行を束ねる形で責任を持つということにしております。ここは銀行

の営業とは直接関係ありませんけども、別の観点からきちっとそれぞれの銀行のリスク管理体

制、あるいはコンプライアンス体制を経営管理していくということで10月から動き出したとこ

ろでありますので、きちっとした覚悟を持って、この公的資金を入れていただくわけですから、

返済に至るまでの経営管理をしていきたいと思っております。 

○野村委員 よくわかりました。ぜひお願いしたいということですが、私は会社法やガバナン

スが専門なので一言申し上げますが、この種の形になると逆に無責任に、管理がどちらに責任

の所在があるのかわからないということも起こりかねない、あるいはコングロマリットが逆効

果になるという場合も出てくるということが当然ありますので、いい面も悪い面もあるかなと

いうふうに思います。 

その一点としまして、荘内銀行は今回、自分のところに入ってないのだというふうに思われ

ると困るということです。自分たちのところでミスがあると、結局は北都銀行に入った公的資

金を棄損させることにつながるのだという、そういう意識を、入らなかったほうの銀行にも同

じ意識を持っていただけるような経営管理をお願いいたします。 

○里村代表執行役社長 はい。わかりました。 

○友永会長代理 私から一つだけ。統合の効果につきましては先ほど来いろいろとご説明いた

だいているのですが、今後その発現が期待できるような何か部分というのがありましたら、ち

ょっとご説明を追加でお願いしたいと思うのです。 

○里村代表執行役社長 フィデアが10月1日にできて、最初の決算が12月末の連結決算だった
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わけです。フィデアとしての中期経営計画を提出する時期を探っていたのですけれども、12月

の連結決算が出たところで、去る2月18日に公表をいたしました。そこには統合効果を早期に

抽出するということをこの3カ年の経営課題に掲げておりまして、収益を上げるほうと、それ

からコストを効率化するほうと、二つの面で挙げております。いずれにしてもコストの削減と

いうことでいえば2つの銀行が一緒になったということでありますので、その規模に応じたコ

ストまでは下げたいという思いで、例えばオーバーヘッドレシオを67％台にするというふうな

こと、それから業務粗利益についても33億円、21年度よりも増やすというような数字を挙げて

おります。その具体的なものは、やはり2つの銀行がそれぞれ強みを持っておりますので、そ

のノウハウをエクスチェンジすることで、自分たちのそれぞれの銀行の弱みを早期に正すこと

ができるということがあります。 

それから、リスク管理についても両方の銀行のポートフォリオを見てみますと、また新しい

目で全体のポートフォリオの改善に向けたリスク管理という道が見えるというようなことがあ

ります。それから、信用リスクのほうでは大口の倒産というのがまだ幾つか続いているのです

けれども、それを予防的にどういうふうにモニタリングしていったらいいかというようなこと。

いろいろな面で、それぞれの銀行のノウハウを交換することで、大きな効果が出ると期待して

いますし、その期待している効果を数字に落として中期経営計画を発表させていただいたとい

う状況にあります。 

○友永会長代理 ありがとうございました。里村社長と斉藤頭取には、ここでご退室いただき

ます。本日はご説明ありがとうございました。 

（フィデアＨＤ里村代表執行役社長、北都銀行斉藤頭取 退室） 

（宮崎太陽銀行宮田頭取 入室） 

○友永会長代理 それでは、続きまして、宮崎太陽銀行の宮田穂積頭取から経営強化計画の概

要をご説明いただき、その後、質疑応答の時間を設けさせていただきたいと思います。 

 それでは、宮田頭取よろしくお願いいたします。 

○宮田頭取 宮崎太陽銀行の頭取の宮田でございます。どうぞよろしくお願いいたします。経

営強化計画の策定に係る現状認識、2ページから説明させていただきたいと思います。経営理

念は記載のとおりでございます。当行の概況と今後の取組みについてお話を申し上げます。当

行は、昭和16年の創業以来、宮崎県を主たる営業基盤として地域に根ざした金融サービスの提

供に努めてまいりました。店舗数53カ店、そのうち宮崎県内に46カ店舗を設置し、平成21年9

月末現在における当行の預金残高は5,312億円、うち91.2％を宮崎県内のお客様からお預かり
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いたしております。また貸出金残高は3,924億円、うち88.3％を宮崎県内のお客様にご融資を

させていただいております。県内における預金シェアは17％、貸出金シェアは18.8％であり、

特に宮崎市内は21カ店舗を配置し、市内における預金シェアは20％、貸出金シェアは21.7％で

あり、点の戦略ではなく、面の戦略を採っており、地域の幅広いお客様からお取引をいただい

ております。当行を取り巻く地域の経済環境はいまだ低迷したままであり、当面は厳しい状況

が続くものと思われます。このような経済情勢のもと、当行の将来を見据えた安定した経営が

今こそ必要であるとの認識に立ち、信用リスクの軽減や、株価変動リスクを回避するための予

防的な引当てをしっかりと行い、地元の中小規模事業者等の皆様に対する安定的かつ円滑な資

金供給や経営改善支援、事業再生支援並びにコンサルティング業務等に積極的かつきめ細かに

取り組み続けることが、私ども地域銀行の社会的責務であると考えております。 

つきましては、今回130億円という多額の国からの資本参加をお願いいたしておりますが、

このことは国民の皆様の税金を活用させていただく、つまり国民の皆様に株主になっていただ

くということであり、大変身の引き締まる思いでございます。パート職員も含め、全役職員が

このことをしっかり肝に銘じ、コンプライアンスを初め、信用・信頼ある行動をとるとともに、

緊張感を持って業務に携わってまいる所存でございます。 

 次に、3ページでございます。経営戦略の基本方針でございます。基本方針、「収益力の強

化」、「健全力の強化」、「組織力の強化」、「人財力の強化」、この4つの柱に基本戦略を

入れておりますが、この4つの柱の取組みを強力に推進することで、地域銀行としての社会的

使命と責任を果たしてまいりたいと考えております。 

 次に4ページでございますが、この計画は4つの基本戦略を推進することで、計画のとおり金

融機能強化法で求められております経営改善の目標を必達してまいります。 

 次に5ページでございますが、経営の改善の目標と、その達成のための方策に、まず第一に4

つの柱の収益力の強化でございますが、基本戦略の営業推進戦略については、主要な点につい

てお話を申し上げたいと思います。 

 まず店舗戦略の再構築でございますが、3点挙げておりますけれども、ブロック推進の強化

を図ってまいります。反省点として、現行の営業店ブロック推進体制は、個店実績に主眼を置

いておりまして、ブロック間の競争や結束力が弱まってきており、支店全体の業績向上につな

がっていない状況が見えておりますので、今回ブロックごとの推進目標の設定や、業績評価の

実施を変更して推進してまいりたいと考えております。あわせまして、本部管理体制の構築と

して、本部、母店長が一体となったブロック営業推進の進捗状況の検証を行って、母店長主導
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によるブロック内の協調、協力体制に係る協議を行うようにいたしております。 

 次に、事業先融資の増強の件でございますが、当行の貸出残高1,000万円未満の事業先数は

全体の約60％を占めておりまして、貸出基盤の根幹となっていることから、この層との取引関

係の維持拡大が大きな当行の課題でございました。21年９月に貸出残高1,000万円未満の事業

先に対しまして、営業支援部にビジネスサポート業務担当3名を配置いたしまして、電話によ

る資金需要の聴き取りや、当行主催の経営セミナー等のイベントを通じまして、いろんな取組

みを行っておりますが、21年の11月までに137件の情報が出てまいっております。また、21年

10月から1,000万円以上の全事業先につきまして、渉外担当と融資担当全員を各管理責任者と

して配置しております。その結果、取引解消先が減少しまして、軒先が増加に転じております。 

 6ページでございます。6ページも事業先融資の増強の一環として、4項目挙げておりますけ

れども、事業先訪問強化を図る上で、この4つの推進をしっかりやってまいりたいと考えてお

ります。また新規事業先開拓についても現在、事業先専担行員を全店に11名配置いたしており

ますが、今回、営業店渉外から10名新たに増員しまして、21名で新規開拓の担当に当たらせた

いと思っております。 

 次に7ページでございますが、個人取引の増強の件で3つ掲げております。特に3番目の年金

アドバイザー制の充実による年金受取り層との取引拡大でございますが、当行は年金を資金調

達の柱として約20年やってまいりました。宮崎県の人口は113万人でございまして、そのうち

65歳以上の方々が28万6,000人おります。総人口の25.2％、4人に1人が65歳以上であるという

ことで、少子高齢化は大変進んでいるという状況でございます。そういう意味では年金市場は

まだまだ高いということで、これをベースにしてやっていきたいと思いますが、ご高齢の方々

でございますので、オレオレ詐欺等に巻き込まれるといった、大きな社会問題への対応も必要

であります。こういうこともしっかりサポートするようにして今指導しておりますが、今後も

しっかりやってまいりたいと考えております。 

 次に健全力の強化でございますが、リスク管理戦略、統合的リスク管理の強化については、

これまで統合リスク管理では配賦すべき資本額に余裕がございませんでしたので、資本配賦の

見直しなどが十分できなかったと反省しております。今後は各リスクに、配賦する資本額の適

切性、妥当性を各期の重要施策等を勘案して検証、見直しを行ってまいりたいと考えておりま

す。 

 次に、信用リスク管理の強化でございますが、貸出が特定の貸出先に偏ると予想外に多額の

損失を被る可能性がございますので、当行の与信ポートフォリオを管理することで、適正なポ
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ートフォリオを構築してまいりたいと考えております。市場リスク管理の強化でございますが、

サブプライム問題以降、市場の混乱で多額の損失が発生したことを受けまして、高めにありま

した株式の保有比率を削減して、安定収益に軸を置いた債券型ポートフォリオに転換してまい

りたいと考えております。 

 次に8ページでございます。法令遵守の取り組みの強化でございますが、当行は法令等遵守

を最重要課題と位置づけ、法令等遵守のための活動計画であるコンプライアンスプログラムを

策定し、毎月2回コンプライアンス研修や、コンプライアンス統括部による臨店指導を強化い

たしております。引き続きしっかりやってまいりたいと思っております。 

 それから、自己資本管理体制の強化でございますが、自己資本充実度の評価、モニタリング

が十分でなかったことから、今後は自己資本の状況評価、モニタリングを適正に行いながら、

国からの資本を中小規模事業者に対する信用供与の円滑化等の業務運営に活用いたしまして、

従来からの活動方針であります内部留保の積み上げを行って、自己資本の充実に努めてまいり

たいと考えております。 

 次に組織力の強化の本部体制の見直しでございますが、平成21年12月に中小企業金融円滑化

法に基づきまして、「金融円滑化推進対策室」を新設いたしました。当行は「電子稟議システ

ム」を導入しておりまして、融資申込受付を行う機能を活用しまして、営業店と本部で情報や

交渉経過の一元管理を行い、迅速な対応をいたしております。これからもきめ細かく、今回の

中小企業金融円滑化法に基づく適切な処理を行ってまいりたいと思っております。 

 事務の効率化とレベルアップでございますが、営業体制を強化するために、事務の省力化を

しっかり図って営業に全力投球できる体制をつくってまいりたいと思っております。 

 次に9ページでございます。システム投資の検証の充実でございますが、私どもは「ＥＤＰ

（Electronic Data Processing）委員会」を昭和61年の6月に立ち上げまして、いろんなシス

テム投資を前向きにやってまいりました。今後も投資効果をしっかり検証してまいりたいと思

っております。 

 それから経費削減の推進でございますが、基本戦略を推進することで人件費、物件費の削減

を図ってまいりたいと考えております。 

 次に10ページの人財力の強化でございますが、人事戦略としましては、「企業間の格差は人

材の格差」と言われており、環境の変化に対応、適応できる「組織風土づくり」と「人材育

成」が重要であると認識いたしております。特に金融サービス業であり、かつリテールのさら

なる成長を戦略分野においております当行にとりまして、「活力ある組織風土の醸成」と「競
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争力の源であります人材の育成」は一体となって重要な課題であると認識し、記載のとおり

「学習する組織」の徹底、「職場環境の活性化」並びに「従業員満足度の向上」に向けて諸施

策を実施しております。そして、組織一丸となって経営強化の実現に向けまして、事務知識、

業務知識を初め、目利き能力やコンサルティング能力並びにモチベーションの向上、また道徳

観、倫理観を含めた人間力の強化を図ってまいりたいと考えております。 

 組織一丸となるための「全員参画」、そして営業強化のための「全員営業」、そのために必

要な知識を取得するための「全員学習」を徹底してまいりたいと考えております。 

 11ページの中小規模の事業者に対する信用供与の円滑化でございますが、金融機能強化法で

求められている中小規模事業者等向け信用供与の残高については、この計画を必達いたします。

また、経営改善支援の取組みについては、基本方針に沿ってしっかり努力してまいりたいと考

えております。 

 12ページでございますが、信用供与の円滑化のための方策につきましては、基本戦略の中で

今までご説明申し上げてまいりましたが、この中で特に人財の育成についてお話ししますと、

行員の目利き能力とかコンサルティング能力を高める行内研修というのは当然必要であるわけ

であります。今私が営業推進部、人事部などの関係部に話をしていることは、お客様の目線で

考える行員づくりが重要だということで、しっかり定着させてまいりたいと思っております。 

 それから、地域経済の活性化に資する方策でございますけれども、創業または新事業の開拓

に対する支援でございます。特に申し上げたいのは、この4つの項目のうちの3番目でございま

す。当行の知的財産権、技術相談担当顧問の活用による支援強化でございますが、平成18年か

ら取り組んでおります。経験豊富な方を2名招聘いたしておりまして、平成20年の年間の訪問

相談は276件、うち新規が54件でございます。こういう企業を訪問した相手方の声としまして

は、この2名のアドバイザーの話が非常に効果的だったという声がございますので、成果が上

がるまでになかなか時間はかかりますけれども、地域経済活性化のために、営業店一体となっ

て企業の研究開発の支援に今後も取り組んでまいりたいと考えております。 

 13ページでございますけれども、取引先からの経営改善に向けた相談対応でございます。企

業再生するには、経営者自身のいわゆる再生に向けた、やりたいという意欲が、これが一番基

本になると考えて、そういうことを確認した上で当行はやっております。あわせて、やはり中

小零細企業というのは人材不足でございまして、どうしても人が必要というところもございま

すので、当行は以前から人材派遣による事業再生の取り組みを行っているところでございます。

破綻先を5年かかって正常先にした事例もありますが、手弁当で行ってなかなかそれが成果に
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結びつかなかったというようないろんな試行錯誤がございますけれども、地域にとってこうい

うことは本当に大事なことだと思います。小さな金融機関でありますけれども、今後もしっか

り続けてまいりたいと考えております。 

 次に14ページでございます。責任ある経営体制の確立でございます。業務執行に対する監査

または監督の体制の強化でございますが、社外取締役の導入を検討いたします。社外取締役に

ついては経験豊富な経営者を人選したいと考えております。取締役会の機動的開催と監査役に

よる牽制効果の発揮でございますけれども、月に1回取締役会を開催することにしております

が、機動的に20年度は51回取締役会を開催しております。そして、常務会への常勤監査役の出

席を常務会規程に定めて現在実施しておりまして、このことはお互いが牽制される、すること

で、強固な組織体制が堅持され、経営の健全性を高められるのではないかと思っております。 

経営に対する評価の客観性の確保でございますが、「経営評価委員会」の新設を、22年度中

を目途に実施させていただきたいと思っております。あらゆる業界の方々から人選を考えてお

ります。 

2番目の「経営戦略会議」の新設でございますが、部長会の中に新たに経営戦略会議を平成

22年の4月に新設し、本経営強化計画の業務執行状況の把握と問題点や課題への対応策の協議

を行って、取締役会に毎月報告する体制としたいと考えております。そして、取締役会におい

て業務執行状況の報告を受けるとともに、対応策の協議や実行の合意との検証を行い、ＰＤＣ

Ａサイクルの徹底を図ってまいりたいと考えております。 

 最後になりますけれども、今回の国の資本参加により強固な財務基盤を確立するとともに、

地域の中小規模事業者等に対する信用供与の維持、拡大、経営改善への取組み等地域経済の発

展に資するものとして活用してまいりたいと考えておりますので、どうぞよろしくお願い申し

上げます。 

 以上でございます。 

○友永会長代理 宮田頭取、ありがとうございました。引き続き質疑応答に入らせていただき

ます。ご意見ご質問をお願いできればと存じます。どなたからでもどうぞ。 

○田作委員 田作でございます。3ページですけど、経営戦略ということでこれだけ列挙され

ているわけですけど、何かすべて戦略ということで、戦略、戦略とお書きなわけですけれども、

これはどういう意味で戦略という言葉をお使いなのか、私はちょっとよくわからないのですが、

「戦略」とは戦争用語です。敵をやっつけるための理論を普通、戦略と呼ぶわけですが、リス

ク管理とか業務構築がどうして戦略なのかよくわからないのですが、人事は先ほどおっしゃっ
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たように、きちっと内部資源を積み上げること自体が敵に勝つための理論であるというご説明

なので、それは戦略とあえて呼ぶのなら言葉の定義でしょうけど、何を申し上げたいかという

と、ちょっと総花的になりすぎているんじゃないかなという印象を受けるわけです。やっぱり

本当に戦略と言うなら、敵に勝つための理論、恐らく一番に特化しないとなかなか本当に敵に

は勝っていけない。どこの銀行もみんな、すぐコンサルティング機能だとか目利きとかおっし

ゃるわけですけれども、それは言葉で言うのは簡単ですけど、なかなか商売に結びつけるのは

難しいと思うのです。 

 いみじくも、先ほどおっしゃったように、例えば事業再生なんかでも手弁当でやっておられ

る。それでいいのかということです。お客様を立て直してちゃんと収益を生めるような形にし

たら立派な仕事をされたわけで、その労働の対価というのは当然徴求すべきだと思われるわけ

です。それは、そのときにお金がないのであれば、うまくいった暁に頂戴するという形でもい

いですし、そういうことであの銀行は違う、お金を払っても惜しくない素晴らしいサービスを

提供してくれるということで高い金利でも喜んで払ってくれる、あるいは他行じゃなくてあそ

こに相談しようというふうになっていくのだと思うのです。そういうトータルな本当の意味で

の戦略のビジョンというのは、どこに重点を置いてお考えでいらっしゃいますか。 

○宮田頭取 今ご指摘がございまして、総花的になっていることから、ポイントを明確にする

意味で基本戦略とつけたものでございます。私は先ほど申し上げましたように、お客様の目線

でどのようにして、お客様が何を考えて、何をして差し上げれば喜んでいただけるかという視

点が我々にも今まで薄かったという思いがしておりまして、まず基本的には先ほど申し上げま

したように、既存の取引先をしっかり訪問し、把握して、そして何を求めていらっしゃるか、

お願いセールスだけでは今からは戦えない、そういう思いがしております。そういうことをベ

ースにして、まずお客様の目線に立って、今からこういう基本的な考え方を一つ一つ積み上げ

ていくしか方法はないのではないかという思いがしております。 

○友永会長代理 よろしいでしょうか。 

 では、ほかに。 

○野村委員 野村でございます。よろしくお願いいたします。 

 先ほど頭取のほうから、コンプライアンスを経営上の最優先課題としておられるというふう

なご発言がありましたが、具体的に、例えば直近のコンプライアンスプログラムではどういう

ことを実施されておられるのか、少し具体例を教えていただけますでしょうか。 

○宮田頭取 私どもは「コンプライアンス部会」、それから「監査協議会」とか、「相談苦情
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プロジェクト会議」を毎回毎回開催しております。そして、お客様からの苦情については「ク

レーム対応システム」、反社会的な勢力排除については「スクリーニングシステム」を活用し

まして、コンプライアンス統括部が全店を一元化して、不祥事件防止対策に取り組んでおりま

す。そのプログラムを各項目に応じてチェックをしたものをコンプライアンス部会にかけまし

て、それを取締役会にかけていく。コンプライアンス部会からコンプライアンス委員会にかけ

ていくという体制をとっておりまして、きめ細かくやっているつもりです。 

○山崎取締役 その点につきましては、一番大切なのは経営者からのコンプライアンスに対す

る発信をしっかりとやらないといけないということで、各会議、各集合研修等におきましては

頭取か役員が30分程度、常にコンプライアンスの講義を最初にいたしまして、常に継続的に経

営者のコンプライアンスに対する考え方、思想の共有化を徹底して継続的にやっていくという

ことを基本に置きながら施策を行っております。 

○野村委員 あまり長く伺うつもりはないのですが、体制とか実際にトップがメッセージを発

しておられるという、その事実はよくわかるのですけど、御行にとってのコンプライアンスの

最大の課題というのは何なのかということをどういうふうに把握されておられて、それに対し

て具体的な対応策として何をあてがっていこうとされておられるのかということを伺いたいわ

けなんです。これは、どこの銀行でもコンプライアンスのやり方がいろいろ似たようなところ

はありますけど、実はそれぞれの銀行にはそれぞれの課題というのがあるはずでありまして、

コンプライアンス上の課題はどう把握されているのかということを、ちょっとお伺いしたかっ

たんですが。 

○宮田頭取 私どもは、平成15年と16年に不祥事件がございまして、それから業務改善命令が

ありまして、課題に全部チェックをかけまして、一つ一つやっているわけです。今、例えばコ

ンプライアンスで、クレーム処理の問題もコンプライアンス統括部部長が瞬時、毎日、必ず受

けるようなシステムになっております。そして即、お客様のところに行く、営業店に行く、そ

して対策を打つということをやっているわけです。改善項目を今も全部チェックしております

けれども、当行の課題というのは日々動いている中で何があるかわからないということです。

それを行員の一般的な生活まで含めて日々指導しておるところですけれども、ただ、実際、営

業店でやっておって、漏れるところもあるのです。そういうものをしっかり対応していくとい

いますか、そういうことを指導しているところでございます。今のところコンプライアンスの

体制について、毎日やっていることについては、比較的機能は十分果たされているのではない

かという思いがしております。 
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○野村委員 お願いだけでございますけれども、今回は公的資金が入りますので、入ってきま

すお金というのは、冒頭、頭取がおっしゃられましたように、私どもの税金ということになり

ます。そうなりますと、例え1件の不祥事であっても、それは全国民に対して信頼を失わせる

ような、そういう事柄です。今まででしたら預金者の方ですから、御行を信じて預けた方に対

して申し訳ないということかもしれませんが、それにとどまらず、すべての国民が何のために

私の税金をその横領者のために、遊興費のために投入したのだと言われてしまう可能性もあり

ますし、また、反社会的勢力に流れたりしますと、結局これというのは何なんだということで、

ものすごい怒りが発生してしまう可能性があると思うのです。そういう意味では、そういうこ

とは1件たりとも起こしてはいけないという体制を、やっぱりここでしっかりとっていただく

ことが、公的資金の注入の前提になるのではないかなというふうに思います。そういう点では、

うまくいっておられるということはよくわかりますが、これからはより一層そこのところを、

何が起こるかわからないではちょっと困りますので、ぜひ強化をお願いしたいなというふうに

思います。 

○宮田頭取 今、先生のお話がありましたように、国民の税金を活用させていただくというこ

とで、コンプライアンスについてしっかり対応してまいりたいと思います。山崎が申し上げま

したとおり、機会あるごとに、研修のたびに、コンプライアンスについては話をし、そして各

営業店に年に2回、役員が全部回ってチェックをしております。これを機会にさらにしっかり

対応してまいりたいと思っております。ありがとうございました。 

○松嶋委員 松嶋でございます。つまらないことですけれども、来年4月だか、新幹線が鹿児

島まで貫通するわけです。ですから、福岡、佐賀、熊本、鹿児島の新幹線が通るところでは、

事業会社が相当いろいろと対応策をとっている。当然、金融機関もそれに対応するにどうする

かということで、やっているのですが、宮崎というのは、それは銀行の経営、環境には影響は

あるのですか、ないのですか。 

○宮田頭取 鹿児島と博多間が全開通するということで、熊本のように中間になっているとこ

ろは大変だという話は、お聞きしております。ただ、我々のところは、東九州自動車道、この

問題が一番の問題でございまして、これがきっちりなれば、新幹線の対応というのは影響ない

と思っております。 

平成25年度までに大分まで開通する予定になっておりますが、やはりこの東九州自動車道と

いうのが循環型の高速ネットワーク、高速道路になると思っておりまして、九州全体が浮揚す

る上ではこの道路が大事だと思いますし、新幹線の影響がどうかと言われますと、今のところ
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は、そう影響はないだろうと思っています。ただ、東九州自動車道ができないということにな

ると大変なことになるなと、やっぱり陸の孤島になる可能性が高いと思っています。 

鹿児島と宮崎の経済、物流というのは、農業問題にしましても、一体ですので、そういう面

での影響は計り知れないところがございますけれども、直接の影響は今のところ感じておりま

せん。 

○松嶋委員 わかりました。どうもありがとうございました。 

○友永会長代理 私から1つだけご質問したいのですが、9つのブロックでの推進目標と業績評

価をきちっとやっていこうということでお話があったわけなんですが、9つのブロックの中に

も鹿児島に2つほどブロックがおありになる。かなりのウェイトは宮崎におありのようですが、

そのブロックごとの具体的な戦略といいますか、推進目標というよりももう少し大きな取組み

の仕方というのは、それぞれ別個に企画をされていらっしゃるのか、そこら辺のところをちょ

っと教えてください。 

○宮田頭取 53カ店舗のうち21カ店舗、宮崎市内周辺にございますけれども、ここはあくまで

もリテールというとらえ方をしております。県外のところは、あくまでも融資戦略ベースでし

っかりやりたいと思っておりまして、鹿児島には事業先専担も入れておりまして、そこの県外

と県内は区分をしてやっているという状況でございます。 

○野村委員 すみません、リテールというと恐らく住宅ローンとか、そういうところに相当ウ

ェイトを置かれる、強化されるというお考えもちょっとあらわれてはいると思うのです。住宅

ローン営業力の強化というようにちょっと書いてあるんですが、これからの金融環境を考えて

いきますと、やっぱり住宅ローンというのにウェイトを置きますとかなり危ないかなと思うよ

うな感じのところが感じられるのですが、その辺りは。 

○宮田頭取 私も、そのように考えております。リスク管理室で、ＡＬＭのところで我々も分

析したのです。日本銀行のデータに基づいて動向も全部分析してみましたら、10年以上になる

と赤字になるのです。家計メイン化しない限り、黒字にはならないのです。当行は今1,070億

円ぐらい持っておりますけれども、10年以上はやっておりません。20年、30年というのがあり

ますけど、低レートで非常に金利が安いのです。 

ですから、この低金利で住宅ローンを伸ばすなら、事業先をしっかりやった方がやはり底辺

は広がるという思いがしておりまして、強力にという考えは今のところ私は持っておりません

で、家計メイン化ということで言っております。 

ですから、基本的には今回は個人ローンの分野は非対面型として、事務の効率化を図るため
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に住宅ローンも一般の個人も事務処理を集中化していこうと考えておりますが、住宅ローンに

ついては慎重に今後もやっていきたいと思っております。 

○野村委員 もう一点、最後ですけど、何か九州はやっぱり北のほうの銀行は非常に強くブロ

ック化されているイメージがありますが、やっぱり南のほうになりますとまだ分散したような

感じで、業務のリレーションというんでしょうか、他行との関係のきっちりとした絵柄が描か

れてないというイメージがあると思うのです。恐らく事業性の話、まず足元のリテールではな

くて、住宅ローンではなく、事業に関する融資となるとやはり鹿児島に出て行ったりとか、そ

ういうような形になると思いますので、今後はそういったところも戦略的にはお考えになった

ほうが。 

○宮田頭取 そういうことでございます。ですから、先ほどブロックのお話がございましたけ

れども、鹿児島は融資関係で開拓していきたいと思っております。 

○野村委員 どうもありがとうございました。 

○友永会長代理 よろしいでしょうか。ありがとうございました。 

 宮田頭取には、ここでご退室をいただきます。本日はご説明、ありがとうございました。 

○宮田頭取 どうもありがとうございました。 

（宮崎太陽銀行宮田頭取 退室） 

○友永会長代理 それでは、フィデアホールディングスの里村社長、北都銀行の斉藤頭取、宮

崎太陽銀行の宮田頭取及び事務局からの説明を踏まえ、両行の経営強化計画について討議を行

いたいと思います。既に社長、頭取にご確認いただいた点であっても、この場で改めてご議論

いただくことに意味のある事柄もあろうかと思います。どのようなことでも結構ですので、忌

憚のないご意見等をよろしくお願いいたします。 

 どなたからでもどうぞ。 

○田作委員 私の印象では、北都銀行のほうはさすがにフィデアホールディングスという形に

していくビジョンの中で、一種のスーパーリージョナル的なビジョンも持ちながら、かつ例え

ば農業なんかについても具体的なイメージまで持っているような印象は受けました。それに対

して、宮崎太陽銀行は具体的にどういうことをやっていこうとしているのか、よくわからなか

った印象がありますね。「戦略」という言葉をやたら羅列していますが、本当にどういうこと

をこれからやって、まさに文字どおり「戦略」として敵とどう戦って勝っていくつもりなのか、

全く見えない印象がありますね。そういう点ではちょっと不安が残ります。 

○松嶋委員 私も同感ですね。私が熊本の出身で、福岡、鹿児島と、金融機関は詳しいのです
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けれども、結局、鹿児島県と宮崎県というのは、都城という大きい市が鹿児島寄りですか

ら、・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。そこへ宮崎

太陽銀行が入っていって新規の融資の確保といいますか、これはなかなか大変です。実際は。 

そして、このレポートも出ていますように、事業者数も減っていっているし、大体、中小企

業がもちろん基盤でしょうけど、それに対する貸出先数も宮崎太陽銀行は減っている。人口も

減っていくわけですから、これは大変なことだと思うのです。よっぽどしっかりやらないと、

なかなか大変じゃないのかというふうに私は思います。 

新幹線が開通しまして、今は結局ビジネス分野では事業会社というのは、福岡にいろいろと

られるのではないかと、ストロー現象だとかなんとかと言われている。観光客は、鹿児島には

行きますよ。鹿児島には行くでしょうけど、そういう影響というのが、やっぱりないわけでは

ないと思うのです。宮崎は観光で昔はずい分鳴らしたわけですけれども、そういう点が、検討

した結果、まあそういうものはいいや、特に取り上げる必要はないというならいいのですけど、

離れているからいい、関係ないのではないかというのは、ちょっと経営陣としては、やっぱり

足元をきちっと見据えていないなという気はしないでもない。そういう気がしました。 

○野村委員 私も基本的に同じですけど、宮崎太陽銀行のほうは何かビジネス的おもしろさが

少なくて、検査マニュアルと監督指針をなぞって、そのままそのとおりやっていますという。

ですから、いろいろ何とか委員会を作ったりとか、制度を作っているのですけど、それで何を

やろうとしているのかということが全然よくわからないという感じはいたしました。 

そんな中でちょっとおもしろいなと思ったのは、知財の専門家を使って事業者に対してアド

バイスをされるというようなことをやっておられるとは言っていましたけれども、それがビジ

ネス的にちゃんと太い幹になっているかというと、何かお客さんに対する脇のサービスみたい

な感じになっていて、本当の事業の支援というのにまで行き着いていないような感じがしまし

たので、もうちょっとあるのかなというふうに思いました。 

 北都銀行はやっぱり、言っていることが本当に実現できるのかどうかわかりませんけども、

例えば東南アジアとか、そういうふうな所に出ていこうとする企業とかに、ちょっと新しい目

先で、目線で対応していこうとかという、少しこの地域の生きる道を考えながらお話をされて

いたというような感じはします。 

私はこの間ちょっと別な金融機関と話していましたら、むしろ地球の温暖化とか、それから

あと環境ビジネスとか、あるいは海産物に対する国際的な規制が強化されるといったようなこ

とを早めにとらえて、それで一生懸命支援しながらもう一次産業の方々とネットワークを組み
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始めているような、そういう金融機関も出てきているのを見まして、やっぱりそういうような

ことが何か語られないと、ちょっと面白みを感じないなというふうな感じがいたしました。 

○友永会長代理 総論としては私も同じような印象を持っているんですけれども、事務局のほ

うはいかがでございましょうか。 

○西田銀行第二課長 どうもいろいろと、貴重な意見をありがとうございました。 

 先生がおっしゃったことを私も同じような認識のもとで、実はこの計画をつくる過程で、

我々もこれまで8つの銀行に対して資本参加をさせていただいて、その過程でいろいろな皆様

方のご意見を踏まえて、それを踏まえて2カ月にわたって、いろいろと頭取も含めてご議論し

ました。 

北都銀行のほうは、やっぱりフィデアホールディングスがしっかりとガバナンスを利かせて、

荘内銀行とともにしっかりとしたその経営改善、あるいは円滑な金融機能を発揮することによ

って、グループとしてしっかり成長してもらうということが恐らく大事だと思います。 

もう一つの宮崎太陽銀行は俗に言う、私がいろいろと議論してきたこの銀行というのは、や

っぱり信用金庫的な銀行でありまして、特徴は余りないのですけれども、かといって地域で

20％ぐらいのシェアを持っている銀行だということからすると、ここにいろんな施策を盛り込

んでいるので、地道にやっていただくことが、まずベースにある。その上で、やっぱり今後、

我々も半期ごとにこの計画をフォローしていきますので、次の計画につながるような、付加価

値を高めるような計画に取組みをどんどん求めていくことが大事だろうと思っています。 

その際、先ほどちょっと戦略という言葉がありましたが、実は私もこれは意見交換の過程で、

この戦略という話を頭取としたのですけれども、そのときの頭取の話としては、行員にやっぱ

りモチベーションをしっかり与えたいということと、地域で積極的に攻めていくことを訴えた

いということでこの戦略という言葉を使っているのですが、中身はやはり営業力の強化、営業

戦略を支えるのが恐らくリスク管理であり、人材力であり、業務構築でありますので、そうい

う意味で言葉だけにとらわれずに、実効性あるものとなっていくように、我々もフォローして

いく必要があろうかと思っているところでございます。 

○友永会長代理 追加でご発言ございますか。よろしいでしょうか。 

 それでは、最後に本日の議事のとりまとめをさせていただきます。会議の冒頭で申し上げま

したとおり、今回、北都銀行及び宮崎太陽銀行より提出された経営強化計画について、私自身

はいずれについても意見の表明には参加せず、議事の進行、整理だけをさせていただきたいと

存じます。 
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 それでは、本日ご出席の各委員のご意見をお１人ずつ確認させていただきたいと存じます。

まず、野村委員いかがでございましょうか。 

○野村委員 原案どおりで結構でございます。 

○友永会長代理 次に田作委員、いかがでございましょうか 

○田作委員 異議ありません。 

○友永会長代理 最後に、松嶋委員。 

○松嶋委員 同様でございます。 

○友永会長代理 それでは、皆様ご異論のないということでございますので、定足数を満たす

全委員のご賛成により、当審査会として北都銀行及び宮崎太陽銀行の経営強化計画が了承され

ました。 

 本日は皆様、ありがとうございました。ご案内のとおり、本日ご審議いただいた両行の経営

強化計画につきましては、金融機能強化法及び同内閣府令の規定に基づき、主務大臣が国の資

本参加の決定をしたときに、当該決定の日付等の事実及び強化計画の内容等を公表することと

されております。 

本日ご議論いただいた両行に対する国の資本参加については、近日中に決定及び公表を行う

予定となっておりますが、正式に公表されるまでは、本日の当審査会の開催は非公表の扱いと

させていただきます。 

今回の審査会の議事要旨につきましては、審査会運営規程に基づき速やかに公表する予定で

す。また、議事録につきましては、こちらも審査会運営規程に基づき、会議から3年を経過し

た後に公表することとしたいと考えております。 

なお、本日の配付資料につきましては、お持ち帰りいただいて結構ですが、すべての資料が

非公表となっております。資本参加の決定後におきましても、当該金融機関の業務を行ってい

る地域の信用秩序を損なうおそれのある事項、取引者の秘密を害するおそれのある事項、業務

の遂行に不当な不利益を与えるおそれのある事項は公表の例外とされておりますので、取扱い

にご留意いただきますようよろしくお願いいたします。 

 最後になりましたが、畑中局長、もしよろしければ一言お願いできますでしょうか。 

○畑中監督局長 畑中でございます。本日はお忙しいところ、お集まりいただきましてありが

とうございました。 

おかげさまでと申し上げたほうがよろしいのかどうかわかりませんが、今年度までに資本参

加をさせていただきました案件は10行にのぼるわけでございます。109行ぐらい地銀がある中
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で10行と、それなりの重みを感じているわけでございます。 

今日のご議論を拝聴しての感想でございますけれども、１つは、この計画というのはあくま

でもミニマムなプラクティスということで、我々行政サイドも含めて、ベストプラクティスを

追求していく必要があるというふうに思っております。本日の両行も含めまして、当初提出さ

れた計画に甘んずることなく、これをさらにバージョンアップしていく努力を私どもはしてい

かなければならないと、そういうふうなことを１つ申し上げたいと思います。 

それから2点目は、この措置はこの4月から2年で切れます。同様に自己資本比率規制の弾力

化措置も2年という時限でございます。たまたまそろっている部分もございますが、したがっ

て、この4月以降も金融機能強化法につきましては、やはり責任ある経営判断を求めていくと

きの有力なツールとして活用してまいりたいと思っております。 

3点目は、今日のご意見でもたくさん出ておりましたが、何と言いましても借手の企業の付

加価値を高めると言いますか、今日はソリューションの提供能力という言い方を皆さんはされ

ておりましたが、これに光を当てて、もっと具体的な形で、貸手も借手も、あるいは行政サイ

ドも、共有をしていく必要があるという気がいたします。先日の財務局長会議で、各局長に借

手のところを回って、どういうサービスを希望するのか、借手のご意見を伺ってきてくれと言

いました。これは借りる人の金融機関に対する、あるいは金融機関を含めたいろんな地域の人

たちに対するニーズ、需要をまずは把握する必要があると思います。 

と同時に、それに応じてどういう知識なり、手法を提供していくかという供給、これは金融

機関でございます。これをうまくマッチングをさせるということ。それから、この供給能力の

向上、底上げを図っていかなければならない。この辺の実態的な、いわば金融仲介機能のバー

ジョンアップというものを図りませんと、なかなか利用者利便の向上や、リレーションシップ

バンキングの浸透ということも図れませんし、今日ご議論のございました収益力の底上げとい

うことにもつながっていかないだろうと思います。 

以上申し上げました3つぐらいの課題を頭に置いて、新年度も監督行政に努めてまいりたい

と考えておりますので、引き続きご指導、ご鞭撻をよろしくお願い申し上げます。 

本日はどうもありがとうございました。 

○友永会長代理 本日は、お集まりいただきまして、誠にありがとうございました。終わりで

す。 

以上 
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監督局銀行第二課 
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